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１．背景と目的  
  
 近年，企業における人事・人材マネジメン

トの基軸として役割や能力を機軸にした人事

制度が用いられる割合が相対的に高くなり，

かつその中でも職位の移行に伴う困難さ

( 「 ( 当該職位への移行に伴う ) 職務・役割意識
転換の困難さ」 ) が指摘されている ( リクルー
トマネジメントソリューションズ,2009) ． 
 米国では，職位の転換点を適切にコントロ

ールすることで経営リーダーを計画的に輩出

していくことを目指す，‘リーダーシップ・パ

イプライン・モデル’がゼネラルエレクトロ

ニクス社 ( ＧＥ ) での実践を基に体系化され，
リーダー輩出に向けた係長から経営責任者へ

の６つの転換点 ( 職位変化 ) を適切にコントロ
ールすることの重要性が指摘されている

( Ram Charan ほか，2001) ． 
 これらから，本研究ではマネジャー・リー

ダーへの職位の移行に伴う変化はどのような

ものであり，それはどれほど困難なものなの

か，陥りやすい行動は何なのかかについて，

日本企業における実態を明らかにしようと試

みた ( 専門職・非管理職への移行については研
究の対象から除外した ) ．なお，トランジショ
ンとは人々の人生における出来事 ( イベント )
を通過するプロセスに注目した概念 ( 谷口，
2006) であるが，本稿では職位の移行を人事
制度上の役割・機能の移行と本人の役割認

識・職務意識の変化の両面から検討していく

ことを含意としてそれを用いることとする． 

２．方法  
 
 まず，日本に本社を置く企業において一般

社員上級職から課長，課長から部長，部長か

ら事業部長への３階層のトランジションに伴

う役割・機能の変化と移行の困難さに関する

仮説を構築した．その上で，各トランジショ

ンを経験した現職事業部長・執行役員相当職

へのインタビュー調査を実施し仮説を更新し

た ( インタビュー調査 ) ． 
 次に，インタビュー調査により特徴的な転

換点であることが示唆された部長に至るトラ

ンジションについて現職部長への定量調査を

実施し，更新した仮説の検証を試みた ( 定量調
査 ) ． 
2.1  インタビュー調査  
 日本の大手製造業を中心とした 6 社 23 名
の事業部長・執行役員に対して，2007 年 8
月～2008 年 3 月にわたりインタビュー調査
を行った．インタビュー項目は以下の通りと

し，課長，部長，事業部長への３つのトラン

ジションについて，一人当たり約 90 分間の
インタビューを実施した．インタビュー内容

は，インタビュイーの許可を得て録音し，質

的データとしてコーディングを行ったうえで

分析に用いた． 
【インタビュー項目】 
①マネジャーとしてのステージ転換の全体像

／意識変化について 
②各ステージ転換で直面した変化や必要だっ

た／身につけた知識・スキル・能力について 
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③チャレンジングな転換点と能力開発ポイン

トについて 
 インタビュー結果を踏まえ，事前に描いた

仮説を更新した． 
2.2 定量調査  
 日本企業 7社 64 名の部長相当職に対して，
2.1 を踏まえて更新した仮説に基づいて質問
項目を作成し，自己回答方式による定量調査

を 2008 年～2009 年にかけて実施した．具体
的には，課長，部長への２つのトランジショ

ンに関して， 
①直面する変化・大変だったこと 
②変化に対応するために意識したこと・取り

組んだこと 
③陥りやすい行動 
で構成される質問項目を設定し，リッカー

ト・スケールに対する回答値の平均値を集計

し，仮説の検証を試みた． 
 
３．結果と考察  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3. 1  インタビュー調査 

 

3.1  インタビュー調査  
インタビュー調査では以下のような結果

が得られた． 
 インタビュー調査では，課長・部長・事業

部長への３つのトランジションについて，「立

場の変化」「期待される役割行動の変化」とし

て表１のような項目が挙げられた． 
【課長へのトランジション】  
 課長へのトランジション時の変化 ( 表１ ) の
うち，「部下の一次評価者となる，部下育成が

求められる ( 部下 ) 」「当期業績を中心とした担
当分野の業績の達成責任を持つ ( 業績達成 ) 」
に関連したエピソードが特に多く挙げられた．

具体的なものとして， 
「『部下をどうやって育てていかなきゃいけ

ないのか』っていうのを意識するというか．

ライン長っていうのはそうなんだろうな，と  
思い始めました」 ( 部下 )  
「それまで全然 ( 役割として ) なかった人の評  
価をしなきゃいけない部分がポジションにつ  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表１：課長・部長・事業部長への立場の変化・期待される役割行動の変化  
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いてきた．そこが一番大きい変化だったと思

いますね．」 ( 部下 )  
「課としての予算がありますよね．その達成，

売上げと利益．それを達成しないと，やはり，

ボーナスが貰えない」 ( 業績達成 )  
「やっぱり明確に，ある分野でもって，とに

かく成果を出さないといけないという，それ

は，グループリーダーの責任というのは，間

違いなく担当してるものの成果を出すってこ

とですから」 ( 業績達成 )  
が挙げられた． 
【部長へのトランジション】  
 部長へのトランジション時の変化 ( 表１ ) の
うち，「管轄する組織規模が大きくなる ( 規
模 ) 」「社内・他部門と折衝し，各部門を動か
したり資源調達をした上で業績を達成しなけ

ればならない ( 折衝・資源調達 ) 」に関する多
くのエピソードが挙げられた． 
「 ( 海外の現地法人で ) 駐在員だけでも 20 人
ほどおりましたので･･･見ている範囲の人数

は，100 人ちょっと･･･私の守備範囲は，管理
部門全般ということで，人事，法務，物流，

情報システム，カスタマーサービス…」( 規模 )  
「200 人とかそういう規模になってくると，
まず幾つかあるんですけど，自分の思った方

向にはなかなかみんながついてこれない」( 規
模 )  
「他部門のメンバーを動かそう，協力を得よ

うと思ったら，部長さんに言って，課長さん

に言って，そのさらに先だから，ずっと自分

の手の届く範囲から遠くなるわけですよね．

それをほんとうに自分のやりたいように，わ

かりやすく言えば，やりたいようにやるには

どうすればいいかというところが，( 部長とし
ての ) 一番最初の難しさ」 ( 折衝・資源調達 )  
【事業部長へのトランジション】  
 事業部長へのトランジション時に直面する

変化のうち，特に「持続的成長を考えた意思

決定 ( 方向性，施策 ) を行わなければならない
( 意思決定 ) 」「自らがなじみのない職務機能に

ついて理解し，それらを統合的にマネジメン

トしていかなければならない ( 統合的マネジ
メント ) 」について多くのエピソードが得られ
た． 
「 ( 事業部長になったときの大きな変化とし
て ) かなり前を見ましたね，４，５年ちょい先
ぐらい．どんな世の中になるのだろうかとか

ね．それを見据えて決めるということ．」 ( 意
思決定 )  
「どちらかというと，５年１０年先とかいう

ところで，尚かつ，ビジネスからはずれてい

るもの，いっさい関係ないところ．あたらし

い，全く新しい領域．もう，うちがやってい

ない領域をやりますから．」 ( 意思決定 )  
「機能としてはもう，全部ですよ．製造だけ

は別の組織ですけど，間接責任という形で．

というか，事業責任は，私ですから」( 統合的
マネジメント )  
「事業部になりますと，売れる物を作らない

といけない．売れる物を作るというのは単に

研究サイドだけじゃなくて，事業，営業サイ

ドそれから生産サイドですね． ( 中略 ) その大
きな流れのビジョンをまずキチッと立ててみ

なさんに伝えないといけない」( 統合的マネジ
メント )  
【その他】  
 また，課長・部長・事業部長への３つのト

ランジションのうち，どこが最も大きなチャ

レンジであったのかを聞いたところ，「部長」

との回答結果が最も多く得られた．筆者らの

仮説では，現職事業部長へのインタビューで

あるために，最高職位のレベルである事業部

長に最も大きなチャレンジが内在すると想定

していたため，これは意外な結果であった．

インタビュイーから得られたコメントの要旨

( 前述した箇所は割愛 ) は以下の通りであった． 
・どうやるのかではなく，何をするのかを決

める立場になることの大変さ 
・( 経営層や本社機能との接点が大幅に増え ) ，
上位組織 / スタッフ組織の無理な要求から組



経営行動科学学会第 13回年次大会（2010.11.12-13於；兵庫県立大学）発表論文集掲載 

 

株式会社 リクルートマネジメントソリューションズ 

組織行動研究所 

4  

織を守らなければならなくなる 
・抵抗を乗り越えて，組織内の変革を行わな

ければならなくなる 
・異質なバックグラウンド，雇用形態，キャ

リアを持つ成員を組織として動かしていくこ

との難しさ 
・他者への尊敬，謙虚さ，誠実さ，率直さを

持って事に当たることの重要さ 
・自分なりの判断軸や拠り所を持つことの必

要性 
・時には孤独に耐えることの重要性 
以上，管轄する組織規模の拡大や対外的な矢

面に立つ場面が多くなることなど表１におけ

る「立場の変化」に関連すると考えられるも

のが多く挙げられている．これらは，課長か

ら部長へのトランジションの困難さ，課長と

部長の役割・機能上の大きな差異を示唆する

ものと言えよう． 
3.2 定量調査  
 次に，部長に至るトランジション ( 課長・部
長 ) を定量的に明らかにする目的で調査を実
施した．実施要領は前述の通りとした． 
3.2.1  ｢直面する変化｣ 
 課長 29 項目，部長 25 項目のトランジショ
ン時の「変化」に関する質問項目について

( ３：あてはまる，２：ややあてはまる，１：
あてはまらない ) の回答を得た．課長，部長へ
の移行時に，2.5 ポイント以上の回答が得ら
れた項目は以下の通りである． 
【課長へのトランジション】  
・部下の人事考課を行うことになり，責任を

感じるようになった  
・部下が行ったことであっても自分が当事者

として対処，解決しなければならなければな

らなくなった  
・部下の指導と育成が求められるようになっ

た  
・部門の方針や計画を考える場に参加する機

会が増えた  
・目前の仕事だけでなく，先々のことを考え

ることが必要になった  
【部長へのトランジション】  
・上司に相談することなく，自分で意思決定

しなければならないことが増えた  
・スタッフとライン，経営と現場，自社と顧

客など，利害が対立する場面やトレードオフ

( 二律背反 ) の状況での意思決定が増えた  
・現場の最高責任者として対外的な矢面に立

つことが増えた  
・自分の言動が周囲に与える影響が思ったよ

りも大きくなった  
・事業戦略や経営戦略を理解・考慮しなけれ

ば，判断の難しい事柄が増えた  
・たとえ抵抗があっても，必要なことは進め

ていく強さが求められるようになった  
 下線項目についてはインタビュー調査結果

( 表１ ) と一致しており，概ね仮説を支持して
いると結論づけることができよう． 
3.2.2 ｢陥りやすい行動｣ 
 課長 13 項目，部長 15 項目のトランジショ
ン時に陥りやすい行動について，「課長／部長

になると陥りやすい」ものを選択させ，その

選択率 ( 0～100％ ) を算出した．以下，課長・
部長の選択率上位３つを以下に記した． 
【課長へのトランジション】  
・できる部下や自分が頼みやすい／よく知っ

ている部下を中心に仕事を任せようとする  
・部下に仕事を任せられず，自分でなんでも

やってしまおうとする  
・目前の仕事に追われて，担当組織の将来や

部下の育成など中長期的なことに関心を向け

られなくなる  
【部長へのトランジション】  
・課長を飛ばして直接現場とやりとりをして

しまう  
・経営層の意向ばかりを優先した意思決定・

行動をしてしまう  
・自身の言動の影響力を自覚せずに，以前と

同じような意思表現をしてしまう ( 例：多くの
人の面前で大声で部下を叱責する，など )  
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 これらについて，Charan ほか ( 2001) の先
行研究結果 ( 表２ ) と比較をすると，概ね一致
するもの ( 網掛け箇所 ) の，一致しないもの ( 網
掛けなし ) が存在することが明らかになった．
日米問わずトランジションには共通性がある

ものの，国・地域による役割や機能の担い方，

昇進昇格システムには明確な違いがあり，そ

れらによる各国・地域のトランジション要素

があることが示唆されたと言えよう． 
また，「陥りやすい行動」に関しては，課

長・部長ともに直面する変化に対応しようと

するもののうまく対応できないことによるも

のが多く挙げられていると推察される．これ

らの行動がマネジメント上必ず問題であると

は言えないものの，行動を繰り返すことで当

該役割に期待される職責が果たせなくなる可 
能性も考えられるため，期待される役割機能 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

と本人が直面する変化，陥りやすい行動との

関連性をさらに検討していく必要があると考

えられる． 
 
４．まとめと今後の課題  
 
 本研究は，日本企業における課長・部長・

事業部長という役割・機能の転換点がどのよ

うなものなのか，また当事者にとって「タテ

のキャリア ( 平野ほか，2008) 」上のどのよう
な変化に直面し，それらをどのように乗り越

えていったのかを明らかにしようと試みたも

のである．「陥りやすい行動」のみならず「直

面する変化」について表１と Charan ほか
( 2001) の先行研究 ( 表２ ) とを比較をしても，
概ね近しい結果となっている箇所も多いもの

の，日本企業に固有のものが一定割合存在す 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表２：Charan ほか（2001 ）の先行研究における発見  
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る可能性も見て取れた．これらから，日本企

業におけるトランジションの実態を明らかに

していく必要性があると言えるだろう． 
特に，本研究において部長への転換点が最

も大きなチャレンジであったとの現事業部長 
相当職のコメントと定量調査における検証は 
示唆に富むものと言えよう．先行研究におい

て，各転換点のどこが最も重要かについては

言及がなされていない．本研究で明らかにな

ったような部長へのチャレンジが相対的に大

きなものであるとすれば，役割・機能の明確

な再定義と，候補者もしくは部長に至るトラ

ンジションを適切にデザインしていくことが

まさに求められていると言えよう． 
最後に本研究の今後の課題を記し，本稿の

まとめとしたい． 
まず，本研究の更なる深化の必要性である．

「役割や機能」と「直面する変化」「陥りやす

い行動」については本稿で述べたが，変化を

乗り越えやすくする・陥りやすい行動に陥ら

ないための，能力，知識・パーソナリティ等

と直面する変化等との関連性やそれらを促進

する要素等については本稿では触れられなか

った．更に研究を進めていきたい． 
次に，若手・中堅社員のトランジションに

ついてである．本研究は先行研究に倣い課長

から事業部長相当へのトランジションを研究

対象としたが，そこに至る新入社員から若手，

中堅社員の役割・機能とチャレンジについて

は改めて検討を行っていく必要性があろう． 
さらに，「ヨコのキャリア」研究との接続

の必要性である．人間能力開発センターによ

る「部長のキャリア・パターン」 ( 1979) をは
じめとする諸研究 ( 山本，2001；谷口，2006；
平野ほか，2008) にて多くの提言がなされて
いる．本研究における「直面する変化」を乗

り越えるためには，どのような仕事経験とそ

の意味付けが有用なのかについてのモデル

化・概念化が改めて求められていると言えよ

う． 

最後は，本研究結果をこれからトランジシ

ョンを迎える対象者にどのように適用するの

かという課題についてである．本研究結果は，

あくまで現職の事業部長・部長職在籍者・経

験者からのプロトコルならびに定量データを

ベースとしており，実態が明らかになった段

階である．インタビュー調査の対象となる事

業部長相当職の大半は 1980～90 年台に企業
人となり，企業・事業成長と自身のキャリア

成長が一致していた人物も多い．日本企業は

そもそも海外に比べて選抜も遅く ( 山本，
2002) ，特に近年は以前と比べた昇進の遅れ
が指摘され ( 山本，2001) ，多くの企業の業績
が低成長下にある昨今において，本研究にあ

る「直面する変化」を引き起こすような役割・

機能ならびに仕事経験をデザインできるのか，

大きな課題であると考える． 
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